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研究成果の概要（和文）：生物多様性の保全が森林所有者の利益に直結する経済的インセンティブとそれを利用した新
たな政策を環境経済学や森林生態学に基づいて分析した。第一に森林所有者に対する意識調査を実施し，森林所有者の
行動分析を行った。第二に，森林GISにより森林の空間情報に関する分析を行った。第三に森林管理と野鳥の個体数の
関係を分析した。第四に選択型実験により森林生態系サービスの経済価値評価を行った。第五に森林政策により野鳥の
個体数を増加させたときの価値を評価した。第六に，評価結果をもとに費用便益分析を実施した。そして，保全的価値
と木材価値の合計値を最大化する最適な混交率は50%程度であることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：Forest owner's economic incentives for biodiversity conservation are analyzed 
using environmental economics and forest ecology. First, the survey for forest owners was conducted to 
develop behavioral model of forest management. Second, spatial data of forests was analyzed using forest 
GIS. Third, the effects of forest age on the population of birds were statistically analyzed. Fourth, 
choice experiment study was conducted to estimate the economic value of the ecosystem services of 
forests. Fifth, economic effects of forest policy to increase bird population were analyzed. Finally, the 
cost-benefit analysis was conducted to analyze the optimal forest management which maximized the total 
values of conservation and timber.

研究分野： 環境経済学
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１．研究開始当初の背景 
日本の林業政策では、造林や間伐のための

補助金制度が中心的役割を果たしてきた。し
かし、補助金制度は林業振興が目的であり、
生物多様性保全の視点が欠落していた。 
近年、補助金により整備された人工林が、

皆伐されたあと再造林が行われずに放棄さ
れる事例が増えており、生物多様性に多大な
影響をもたらす可能性が懸念されている。た
とえば、北海道十勝地方では皆伐面積が造林
面積を上回っており、再造林放棄が深刻化し
ている。 
この背景には、日本の補助金政策では、皆

伐後に再造林を行わずにコストを削減する
と森林所有者の利益となるのに対して、生態
系保全のために森林を保全しても利益には
ならないことがある。この問題を解決するた
めには、従来の補助金政策を生物多様性の観
点から見直すことが不可欠である。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、生物多様性の保全が森林

所有者の利益に直結する経済的インセンテ
ィブとそれを利用した新たな政策について
検討し、その効果を環境経済学や森林生態学
の方法論に基づいて分析することで、具体的
な政策提言を示すことである。 
 
３．研究の方法 
(1) 森林所有者の行動分析 
今後の森林経営のあり方や、施業への環境

配慮を組み込むことを検討するために、森林
所有者の経営意識を把握することが重要で
ある。そこで十勝振興局管内浦幌・本別・足
寄町及び釧路振興局管内鶴居村を対象とし
て所有者へのアンケート調査を行った。不達
を除いて所有者に送付したもの 2405 通、う
ち回収が 549 通であった。 
 
(2) 森林 GIS による分析 
対象地域の林班図、林班ごとの樹林の状況

を GIS のデータベースとして集約し、森林の
連結性・人工林の混交林化などの各種解析を
実施した。 
 
(3) 鳥類調査 
林齢と林相、人工林の混交率が鳥類多様性

に及ぼす影響を明らかにするため、調査を行
なった。調査にはラインセンサス法を用い、
十勝地方と千歳地方で行なった。 
 
(4) 森林の生態系サービス全般に対する評
価 
森林の生態系サービス全般に対する評価

を 得 る た め 、 TEEB （ The Economics of 
Ecosystems and Biodiversity）で整理され
た森林のエコシステムサービスのうち、実際
に日本で保護地域として設定がある 14 機能
を特定して、それらの保護地域面積が増加す
るというシナリオの下で、選択型実験を設計

した。推定結果はそれぞれの保護地域面積が
増加する割合に対する支払意志額として評
価した。 
 
(5) 鳥類の個体数を増加させることに対す
る評価 
鳥類の個体数を増加させることに対する

評価を得るため、北海道の里地に近い人工林
において、人工林の一部を天然林に転換する
施業を行う新しい政策を設定し（それによっ
て野鳥の数が増えることは山浦の担当部分
で示されている）、それに対する支払意志額
を評価した。 
 
(6) 費用便益分析 
鳥類調査と統計解析から、人工林の混交率

が上昇すると生息鳥類の個体数が増加する
ことが明らかになった。増加した鳥類個体数
の経済価値を計測するために選択型実験を
行なった。広葉樹の木材価値は針葉樹よりも
低いため、混交率が増加すると鳥類は増加し
て保全的価値は増加する一方で木材価値（山
本立木価格）は減少する。そこで、保全的価
値と木材価値の合計値が最大化する混交率
を最適化手法より求めた。 
 
４．研究成果 
(1) 森林所有者の行動分析 
環境保全型施業については、広葉樹を残存さ
せる施業の受容、希少種保護のための伐採制
限の受容についての意向を聞いた。前者につ
いては条件なしで行う 16％、かかりましの費
用の補償があれば行うが 32％、上乗せ補償が
あれば行うが 21%であった。後者については
生育の良くない人工林なら同意するが 21％、
補償が行われれば生育の良い人工林でも同
意するが 49％であった。補助金制度の設計の
仕方によって環境配慮型施業が進む可能性
があることが示された。 
 
(2) 森林 GIS による分析 
人工林の混交林化を進める際に、混交する樹
種の植え付けなどを行わない方法において
は、樹種ごとの種子の自然散布距離、森林所
有者が混交林化を実施する比率、森林の連結
性に応じて、混交する樹種・範囲に差が生じ
ることが明らかとなった。 
 
(3) 鳥類調査 
人工林よりも天然林の方が鳥類の個体数が
多いこと、林齢が増加すると樹洞営巣性鳥類
の個体数が増加する一方で、草地性鳥類の個
体数が減少することが明らかになった。人工
林の混交率が増加すると鳥類の個体数は増
加するが、増加傾向は線形関数で近似できる
ことが明らかになった。 
 
(4) 森林の生態系サービス全般に対する評
価 
プレテストの結果から、各生態系サービス



を提供する保護地域（木材の場合、生産面積）
が 1%増加すること対する支払意志額は以下
の通りとなった。 
 

表 森林の生態系サービス全般に 

対する評価 

生態系サービス 支払意志額（円） 
きのこや山菜 35.9 
木材 27.0 
水資源 37.7 
きれいな空気 40.9 
二酸化炭素吸収 33.3 
災害の防止 42.4 
土壌の流出防止 34.4 
水質の浄化 31.4 
動植物の生息場 36.0 
遺伝的な多様性 26.0 
健康増進の場 27.6 
教育の場 28.4 
観光の場 25.8 
文化や芸術 26.2 
精神的な場所 22.4 

 
これらの結果は、災害の防止など先行研究

で高いと指摘されてきた生態系サービスを
実際に高く評価しているという点などから、
これまでの先行研究と整合的なものである。
ただ、このような形で定量的に示されたのは、
国内では初めてであり、また部分プロファイ
ルを用いた選択型実験により、これだけ多数
の属性について同時に評価を得たのは世界
的にも新規制の高いものである。 
 
(5) 鳥類の個体数を増加させることに対す
る評価 
北海道の約 150 万 ha の人工林のうち、天

然林が近くに存在しない人里に近い140カ所
（1.4 万 ha）の人工林でこの政策を実施する
ことに対する支払意志額は、100m×100m の範
囲にいる野鳥の数が 11.3 匹（すべて人工林
の場合 6.2 匹、すべて天然林の場合 14.3 匹）
の時に最大で 2,089.5 円であった。支払意志
額は野鳥の個体数が少ない場合も低いが、多
い場合も低いことが明らかとなった。これら
の結果は山浦の担当部分の費用便益分析の
計算に用いられている。これまでは野鳥の数
が多くなるほど、便益は大きくなると単純に
仮定されてきたが、実際に人々はそう考えて
いる訳ではないことが示された。 
 
(6) 費用便益分析 
調査結果に基づくと、保全的価値と木材価

値の合計値を最大化する最適な混交率は 50%
程度であることが明らかになった。しかし、
この分析では広葉樹を保残することによる
育林コストといった、その他の機会費用を考
慮できていない。これらを実証データで明ら
かにすることが課題として挙げられた。敏感
度分析の結果、保全的価値よりも木材価値の

方が大きくなると、最適な混交率は減少した。
しかし、混交率に対して鳥類の個体数が凸型
に増加すると、最適な混交率は常に0以上で、
混交林の社会的資本としての有用性が明ら
かになった。一方で鳥類の個体数が混交率に
対して凹型に増加する場合、木材価値が増加
するにつれて、最適な混交率は 80-90%から
0%へ一気にシフトした。鳥類の増加パターン
が線形の場合には、多くの混交率下で類似の
便益を達成することができた。 
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